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序文

日本政府は、タイ国政府からの技術協力要請に基づき、同国の東北タイ造林普及

計画フェーズ２にかかわる事前調査を行うことを決定しました。

これを受け、国際協力事業団は、平成11年１月26日から２月５日まで、国際協力

事業団増子博国際協力専門員を団長とする事前調査団を同国に派遣しました。調査

団はタイ国政府関係者と協議を行なうとともに、計画予定地の調査や関連資料収集

等を行いました。そして、帰国後の国内作業を経て、調査結果を本報告書に取りま

とめました。

この報告書が本計画の推進に役立つとともに、今後この計画が実現し、両国の友

好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。

終わりに、本件調査にご協力とご支援をくださった両国の関係者の皆様に、心か

ら感謝の意を表します。

平成11年４月

国際協力事業団

理事 亀若 誠
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１．事前調査団の派遣

１－１．事前調査団派遣の経緯と目的

当プロジェクトのフェーズ１である東北タイ造林普及計画は、1992年４月１日か

ら1997年３月31日までの５年間で実施された。フェーズ１終了にあたり、1996年10

月に終了時評価調査団を派遣し、その提言にもとづき、1997年４月１日より1998年

９月30日までフォローアップ協力を実施したものである。

フェーズ１からフォローアップ協力期間を通じ、プロジェクトでは主に苗木生産

技術の向上およびプロジェクト地域住民への苗木の配布を実施したが、この成果を

受け、タイ国政府より、「コミュニティー林業の発達と農民の参加による小規模造林

地における持続可能な森林経営の確立」を目的として、1997年７月にフェーズ２を

タイ国政府が要請越したものである。この要請を受け、日本国内での検討を経てか

ら、フェーズ２協力の実施に関し、先方と協議するために事前調査団が派遣された

ものである。

事前調査団派遣の主な目的は以下の通りである。

①タイ側からの要請背景および内容を確認する。

②協力分野の現状および主要課題について調査する。

③タイ側のプロジェクト実施体制を確認する。

④プロジェクトの実施計画、協力内容骨子を検討する。

⑤フェーズ２実施までのスケジュールをタイ国側と確認する。

なお、本調査によって協力範囲の十分な絞り込みができない場合は、タイ側と方

向性について意見を交換し、要すれば短期調査員の派遣等で具体的な活動内容につ

いて絞り込んで明確にしていくこととした。

１－２ 調査団の構成

担当分野 氏 名 現 職

総括 増子 博 国際協力事業団国際協力専門員

（森林・林業）

参加型森林経営 藤平 康則 農林水産省林野庁指導部計画課

海外林業協力室研修係

森林経営技術 矢口 克己 農林水産省林野庁指導部基盤整備課

庶務係長

計画管理 加藤 聖子 国際協力事業団林業水産開発協力部

林業技術協力課
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１－３ 調査日程

日 時刻 内容 備考

平成11年（1999年）

１／26（火）

11：00 成田発（JL717便） バンコク泊

15：55 バンコク着

１／27（水）

08：30 ホテル発 バンコク泊

09：00 JICA 事務所打合せ

14：00 DTEC 表敬

15：00 RFD との打合せ

18：30 RFD 主催歓迎パーティ

１／28（木）

08：00 団内打合せ ウドンタニ泊

10：00 ホテル発

12：10 ウドンタニへ移動（TG010便）

13：15 ウドンタニ着

13 : 30 ウドンタン（センター２）

ブリーフィング、施設見学、Ｃ／Ｐとの意見交換

15：00 フィールド視察

ノックダウン式苗畑、私有苗畑、私有林

18：30 センター２主催歓迎パーティ

１／29（金）

08：00 ホテルチェックアウト コンケン泊

10：00 センター１へ到着

10：30 ブリーフィング、Ｃ／Ｐとの意見交換、施設見学

13：00 フィールド視察

コミュニティ林、私有苗畑、他

16：30 出発

18：30 センター１主催歓迎パーティ

１／30（土）

07：30 ホテルチェックアウト ヤソトン泊
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08：30 ヤソトンへ移動

10：30 センター３へ到着

ブリーフィング、Ｃ／Ｐとの意見交換、

JOCV 活動について

13：30 フィールド視察

学校林、ノックダウン式苗畑、JOCV 活動

17：30 出発

18：30 センター３主催歓迎パーティ

１／31（日）

07：00 ホテルチェックアウト コラート泊

10：30 フィールド視察

スリン県木材チップ会社

12：00 昼食（ブリラム県）

13：00 ブリラム県私有林視察

（Mr. Sutthinun Prutchayapruet）

15：30 コラートへ移動

18：00 コラート着

18：30 センター４主催歓迎パーティ

２／１（月）

08：00 ホテルチェックアウト バンコク泊

08：30 センター４到着

ブリーフィング、Ｃ／Ｐとの意見交換、施設見学

10：30 展示林視察（ユニット２）

13：30 サケラートフィールドステーション到着

（タイ造林研究訓練計画）

17：00 出発

18：05 コラート発（TG059便）

18：45 バンコク着

２／２（火）

ホテル発 バンコク泊

09：00 MOAC 表敬

10：30 FAO 表敬（柏尾氏）

Regional Forest Resources Officer
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午後 団内打合せ・ミニッツ準備

２／３（水）

08：30 RFD との協議 バンコク泊

13：30～ RFD との協議

16：30

19：00 事務所主催夕食会

２／４（木）

10：00 RED にてドラフト協議 バンコク泊

午後 ミニッツ清書・準備

17：00 ミニッツ署名

18：00 団長主催パーティ

２／５（金）

08：00 ホテルチェックアウト

10：00 JICA 事務所へ報告

11：00 日本大使館へ報告

タイ未利用農林植物研究計画プロジェクト視察

22：50 バンコク発（JL718便）

２／６（土）

６：15 成田着

１－４ 主要面談者（会談順）

JICA タイ事務所

岩口健二 所長

鷲見佳高 次長

梅崎 裕 次長

林浩史 職員

JICA 個別専門家

井上康之

Mr. Yoichiro Kawasaki
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在タイ日本大使館

岩浜 洋海 一等書記官

DTEC

Mr. Banchong Amornchewin Chief, Japan Sub-Division

Mr. Anuman Leelasorn Programme Officer, Japan Sub-Division

Ms. Vitida Sivakua Programme Officer, Japan Sub-Division

MOAC

Dr. Rungruang Isaranekura Deputy Permanent Secretary

Dr. Ampon Kittiampon Assistant Permanent Secretary

Dr. Wimolporn Thitinak Director, Foreign Agricultural Relations Div.

Mrs. Prajuab Lewchalermvongs Chief, Asia Sub-Division

Mrs. Sineenart Khovitoonkij Policy Plan Analyst, Foreign Agricultural

Relations Div.

タイ王室林野局

Mr. Charin Itharat Deputy Director General

Mr. Suvat Singhapant Director, Reforestation Promotion Office

Mr. Pravit Chittachummonk Director, Foreign Forestry Affairs Div.

Mr. Prachat Amlumpungpong Director, Forest Nursery Div.

Mr. Aswin Thornsiriwat Chief of Budgeting, Financial Div.

Mr. Chudchanaw Suttisrisinn Chief, Community Forest Management

Mr. Supparad Sawrsan Chief, International Cooperation, Foreign

Forestry Affairs Div.

Mr. Suthep Pavareswttyaral Chief, Forest Nursery Center 1

Mr. Bundit Kolmo Chief, Forest Nursery Center 2

Mr. Sujin Ruangthawornrit Chief, Forest Nursery Center 3

Mr. Somporn Chaicharus Chief, Forest Nursery Center 4
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２ 調査結果の要約

２－１ タイ国森林、林業の現状と問題

タイ国の近年における森林面積は劇的に減少してきたが、その中でも東北タイ地

域の減少は、1965年の42％から1985年の14％まで森林率が激減するなど、危機的な

ものであった。この森林減少に起因して、地域では土壌浸食や塩類集積による農業

被害の拡大や自然環境の悪化による生活への影響が深刻化してきている。

タイ国は1980年代後半から高い経済成長を示し、これにともなう建築資材やパル

プ消費の増大など、国内の木材需要が急速に拡大した。ところが、1989年に森林の

過剰な伐採が原因とする人的災害を契機に出された天然林伐採禁止令によって、木

材の自国生産量は激減した。その結果、タイ国はかっての木材輸入国、その後の木

材自給国から一転して木材の大幅な輸入国に転じることとなった。

このような状況を受けて、1992年に「タイ造林普及プロジェクト」が開始された

が、東北タイにおいては、パルプ会社や製材工場からの旺盛な原木需要や民間苗畑

による苗木供給体制などもあって、住民によるユーカリを主とする早主樹造林は劇

的なブームとなった。プロジェクトで行なった調査では、1992年からの５年間に東

北タイで約110万ライ（約18万 ha）の民間造林がなされたものと推計している。

このようなことからプロジェクトの最終評価としては、その目標が「地域住民に

よって造林活動が活発に行われる」であることから、住民の苗木利用可能性の増大、

住民の植林意欲の向上、住民の植林技術、知識の向上などの面において一定の役割

と成果をあげたものとして評価された。

しかしながら、1997年からの金融危機に始まる経済の低迷は、東北タイ地域の造

林推進に少なからぬ影響を与えつつある。建築資材やパルプの急速な需要減による

ユーカリ等早生樹原木の供給過剰、価格低下は、農民の造林意欲の低下となって現

われ、かっての造林ブームにも陰りが見られるようになってきた。また、造林法の

改正や補助金制度によって奨励されてきた郷土樹種造林も、補助金の停止などによっ

て低調となってきた。その結果民間苗畑業者の廃業やユーカリ造林地が以前のキャッ

サバ畑に転換するなどのネガティブな現象が見られる。
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２－２ プロジェクトの課題

これらの情勢から、この度タイ国政府から「東北タイ造林普及計画フェーズ２」

の要請がなされたわけであるが、その協力実施についての妥当性と協力活動の方向

について、本調査によって得られた情報から以下のように整理される。

１）ユーカリ植林は、劣化した農地でも生育し、しかも早期に現金化が可能である

ことから、今後とも住民ニーズが高い樹種であると考えられる。したがって、REX

の４苗畑センターは、早生樹種を主とした優良苗木の安定供給基地として今後も維

持される必要がある。

２）しかしながら、今回の経済危機からの教訓にみられるように、住民造林におい

ても市場変動に対応するために多様な樹種の導入が図られるべきである。多様な樹

種による多様な林業経営の基本は「適地適木」であり、このことが農地の高度・有

効利用や地力回復につながり、中・長期的な視点での持続的な森林経営に結びつく

ものである。そして結果として、地域の自然環境の改善にも資することになる。

３）1998年に行った JOCV による植林農家の追跡調査では、ユーカリ植林他のその

後の施業法としては、「そのままにしておく」46％、「判らない」28％、「他の作物を

植える」20％で、農民のほとんどはユーカリ植栽後の管理計画は持ち合わせていな

いという結果がでている。これは植栽後に実施すべき保育から伐採まで知識、経験

がないことに加えて、木材市況の低迷などもあって、植林農家がその後の林業経営

に余り関心を持っていないことによるものと考えられる。これらのことから、ユー

カリ等、早生樹種の新たな市場開発も視野に入れながら、植栽後の造林地の管理手

法を地域住民に普及する必要がある。

４）他方、指導的立場にある REX 側も「小規模な農地における総合的な林業経営」

は未知の分野であり、十分な技術的蓄積や普及手法を持ち合わせていない。そのた

め、REX の苗畑センターが主体となって、多様な樹種による多様な森林経営につい

ての技術開発と住民への普及体制の確立に取り組むことが求められている。

２－３ 想定されるフェーズ２活動内容

「東北タイ造林普及プロジェクト・フェーズ２」の協力事業における活動内容につ

いては、今後の調査およびタイ側との協議を通じて、「プロジェクト活動暫定計画

（TSI）」として策定されることになるが、本調査段階での活動概要を示せば以下のと

おり。

１）多様な樹種についての造林技術開発

短期的な経済性の追及のみならず、適地適木や土壌改良等を考慮した多様な樹種

について、育苗、植栽、育林などの植栽木の育成段階に応じた造林技術の開発、改

良を図る。なお技術開発の促進のために、「タイ造林研究訓練計画」など、関連する

技術的蓄積や造林地があるプロジェクトとの協力体制はきわめて有効である。
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２）林産物収入源創出事業

植林活動による短期的な収入源の確保対策として、アグロフォレストリ、森林副

産物、未利用材などの生産、利用などの技術開発およびマーケティングの調査を行

う。また、用水池での養魚事業など、植林外活動からの収入確保についても情報収

集等を行う。

３）小規模かつ持続可能な森林経営技術開発

個別農家および共同体のモデル的な林業経営を想定して、植栽計画、経営コスト・

労務管理、利用販売計画などを考慮した総合的な森林施業体系を分析するとともに、

施業マニュアル等を作成する。

そのために、モデル的農家、共同体を選定、育成するとともに、プロジェクトと

しても実証のためのモデル林を設定する。

４）住民のエンパワーメント

土地利用計画への参加、林業農家グループ、NGO による支援などによる組織的

な林業活動、林業経営情報へのアクセスなどによって植林活動住民のエンパワーメ

ントの向上を図る。

５）普及、訓練体制の確立

開発された技術および林業活動に必要な情報を適確に地域住民に普及、伝達する

ために、データベースの整備、普及ネットワークの形成、広報活動などによる適切

な伝達手段の開発を図るとともに、カリキュラム・教材の整備、講師の選任、実習

地の選定などによる訓練体制の拡充を図る。

２－４ 協力の枠組み

１）実施体制

前フェーズにおけるプロジェクト実施期間は、王室林野局造林部苗畑課（Nursery

Division）であったが、フェーズ２はより拡大された活動範囲を所管する私有林造

林課（Private Reforestation Div.）および共同体林業課（Community Forestry Div.）

を含めることとした。したがって、Ｃ／Ｐ機関としてはこれらの３課を統括する造

林推進室（Reforestation Promotion Office）が適当である。

２）活動拠点

前フェーズ同様、東北タイの４箇所の苗畑センターとするなお、名称を「造林普

及センター」に改称することを提唱した。

３）プロジェクト期間

５年間とする。

４）長期専門家

チーフアドバイザー、業務調整、造林技術、林業経営・情報、普及・訓練の計５

分野とする。
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５）関連機関との連携

協力活動範囲がステップアップすることから、関連プロジェクトや NGO との連

携を図る必要がある。特に、「タイ造林研究訓練計画」（現在アフターケア協力実施

中）は有効な技術的蓄積やフィールドがあることからも緊密な協力関係を図ること

が重要である。

６）JOCV の位置付け

プロジェクト地域での JOCV 活動は前フェーズでほぼ目的が達せられたこと、隊

員のリクルートに制限があることなどから、JOCV の活動拠点はプロジェクト以外

の中核的な苗畑センターにシフトすることとし、プロジェクトとしてはネットワー

クなどによって技術的な支援を行うことが望ましい。

３ 要請の背景

タイ国の森林は、著しい経済発展と人口増加に伴う木材需要の増大等により、1980

年代に急激な減少を見せた。特に東北タイ地域における森林破壊は深刻であり、1961

年には42％を占めていた森林率が1991年には14％にまで減少している。こういった

森林の減少に起因すると考えられる土壌浸食、塩害、洪水、干害が東北タイ地域で

多発し、この地域の基幹産業である農業や住民の生活を脅かす事態となっている。

かかる状況を踏まえ、タイ国政府は、1985年からに国家森林政策を策定、国土の

40％の森林率を達成することを掲げるとともに、1988年には「東北タイ緑化計画」

を開始し、東北タイ地域の40％にあたる675万 ha の森林面積を確保することを目標

としている。これを受け、日本国は1981年より1993年までタイ造林研究訓練計画に

よる協力を開始し、機械化大規模造林技術の移転、ならびに造林にかかる研究指導

を実施し、主に国有地造林についての技術協力を行ってきている。

しかしながら、土地所有制度の曖昧さから国有地を住民が利用している場合が多

く、住民との衝突なども生じたことから、タイ国政府は住民参加の重要性を認識し、

苗木の大量生産及びその配布・普及にかかる技術協力を要請越した。日本政府はこ

の必要性を認め、東北タイ地域に無償資金協力により４つの苗畑センターを設立し、

ここを拠点とした苗木の大量生産・配布にかかる活動を1992年から1997年まで東北

タイ造林普及計画が実施した。1996年10月の終了時評価調査の結果、大規模苗畑管

理手法及び普及手法、女性を含む住民への訓練については継続して協力が必要と判

断されたため、1998年９月までフォローアップ協力が実施された。
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３－１ タイ国要請要約

フェーズ１からＦ／Ｕ協力の成果を踏まえ、さらに住民による植林を持続的かつ

活発なものにするため、フェーズ２の要請（付属資料２参照）が1997年に成された。

フェーズ２実施の必要性は要請書によれば下記の通りである。

１）ユーカリなどの早生樹種への偏りが多いなど、単一樹種への偏りを見せてお

り、伐採サイクルが短いため、土地に与える影響が大きい。

２）造林技術の開発・普及が不足しているため、農民が植栽する木の生存率が低

い。今後、植栽から育林、伐採を含めた技術の指導を行う必要がある。

３）情報交換及び市場との交渉を有利に行うためのグループ化などの体制整備が

遅れており、個々の農民が市場価格の影響を受けやすい。よって、森林組合

などのグループ化についての技術指導が必要である。

３－２ フェーズ１の活動状況および成果

1992年４月１日から開始された本プロジェクトフェーズ１協力においては、「東北

タイの環境復旧と地域住民の生活向上に資するため、社会林業の発展を図り、地域

住民による造林活動の推進を図る」ことを期待して実施された。その主な活動は、

無償資金協力によって建設された東北タイ地域の４つの苗畑センターにおける大規

模苗畑管理手法を開発することであり、またその苗木を東北タイ地域住民に配布し、

造林を普及することであった。また、各苗畑センターには青年海外協力隊員（植林

分野）が１名ずつ配置され、主に普及分野専門家と連携しながら活動を実施した。

フォローアップまでの苗木の生産本数は１億６千万本以上に上り、その約半数の

７千２百万本以上が農民に配布された。この数字から、対象としたターゲット村落

における半分以上の世帯が苗木を受け取っていると計算される。また、東北タイ地

域における造林面積は1992年から５年間で約110万ライと推測される（東北タイ地域

の１％にあたる）が、プロジェクトの貢献度は不明である。

農民、教師、政府職員、NGO 向けの研修も実施され、総計は129コース5540名が受

講した。このうち、女性が参加しやすいよう、日帰りの研修コースも実施されるな

どの対応を実施した。

４．タイ国の森林・林業分野改善概要

４－１．開発計画の現状

４－１－１．国家林業政策

1985年に策定された本政策は、森林保護と木材生産・土地利用の調和を図るため、

政府と民間の相互理解の促進及び相互発展を目的としている。具体的には以下の通

りである。

１ 森林経営についての長期的ガイドラインの策定
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２ 政府機関と民間との森林経営・造林にかかる連携の推進

３ 森林資源・環境の流動的な量・質に配慮した天然林管理の見直し

４ 森林率の40％までの回復。40％の内訳は15％の保護林（自然保護、レクリエー

ション、その他環境保全）、25％の生産林（木材生産、他林産品利用）とする。

５ 継続的に国家利益を還元するための官民合同での造林推進及び森林管理

６ 農地転換などの乱開発を防止するための農業生産性技術の向上

７ 他天然資源とのバランスを取るための森林開発計画の策定及びその国家開発計

画への反映

８ 間伐を含めた木材の有効利用および伐採後の植樹推進

９ 現存する森林を保護するための土地利用計画の策定

10 国家林業政策委員会の制定

11 森林保護に向けた国民の啓蒙

12 国内消費用の官民合同での造林の推進及び木材・木材製品の輸出振興。自家消

費用植林、休閑地植林、共有林への植林の推進

13 木材有効利用のためのパルプ・紙産業指導

14 森林保護及び木材有効利用のための森林法制定

15 薪炭材の利用推進

16 傾斜地及び所有者不明地への造林推進

17 火入れ、移動焼畑により生じる森林減少問題への対処ガイドラインの設定

違反者への罰則規定並びに汚職にかかる罰則規定の制定

18 民間造林推進のためのインセンティブ設定

19 自然保護計画を考慮した入植計画の策定

４－１－２．東北タイ緑化計画

王室主導により1988年より開始されたもので、目的は天然資源（水・土壌・森林）

の保全と改良、住民所得の向上と雇用機会の増大、住民の生活の向上という主に農

村開発の部分に重きを置いている。その事業目標として、500万ライ（80万 ha）の

造林、アグロインダストリーを目的とした作物の開発、潅漑農地の増加、アグロイ

ンダストリー部分への投資、国内消費用の魚養殖の像か、人口増を見込んだ水供給

の改善をあげている。

４－１－３．タイ林業政策重点課題

現存する関連法案・政策などを統合し、以下が現在のタイ国における林業政策の

概要となる。

１ 現在の森林管理システムを環境保護主体の森林管理システムへと移行する。そ

の際の重点として以下の３つがある。
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１）現存する天然林の保全

２）森林推進の専門家の養成

３）全国規模での森林管理システムの確立

２ 森林の「官有」から「国民の所有物」への転換

３ 保護林および生産林エリアの確定

４ 不法伐採の取り締まり

５ 土地利用との調整をはかった森林保護

６ 森林官の教育

７ 国民の啓蒙

８ 森林管理技術の向上

なお、現行では、苗木・肥料配布プロジェクト、及び生産林推進プロジェクトの２

つが民間（国民）に対する補助制度としてあげられている。

４－２．開発計画と要請内容との関連

フェーズ２の要請書は、1997年11月に受理されている。この要請書では、以下の

３つが長期的目標として掲げられている。

１ 造林による社会経済的恩恵による農民の生活水準の向上

２ 森林の質の向上と森林率の増加による環境保護推進

３ 国内需要を満たすための林産品供給の増加

上の３点を満たすために、フェーズ２のプロジェクト目標としては「コミュニ

ティー林業の発達と農民の参加による小規模造林地における持続可能な森林経営の

確立」が掲げられており、活動内容として、樹種の多様化、造林（苗木生産、植栽、

育林、間伐、更新）技術の向上、住民への情報提供、森林組合の形成、コミュニティ

及び住民のエンパワーメント、住民の環境意識向上をあげている。

長期的目標については、本プロジェクト実施により即時に効果が上がるものでは

ないが、開発計画と合致しており、問題はない。また、これを達成するためのプロ

ジェクト目標は「持続可能な森林経営の確立」であり、コミュニティー及び農民の

参加について重点をおいていることについても、国家森林政策ならびに東北タイ緑

化計画との整合性がとれており、これにかかる技術移転を実施することは妥当と判

断される。活動内容についても、開発計画と合致する方向で計画が練られているが、

プロジェクト活動としてすべてを盛り込むことは考慮すべきと判断され、タイ側と

の協議を実施した。
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５．協力分野の現状と問題点

東北タイ地域においては、既にフェーズⅠ（1992．４．１～1997．３．31）、フォ

ローアップ（1997．４．１～1998．９．30）と合計６年半の協力を実施しており、

フェーズⅡの実施に当たっては、それらの協力の成果、実績を踏まえて協力を行う

ことが肝要である。これまで行われてきた協力を総括するとともに、協力分野の現

状と問題点（フェーズⅡの必要性）を整理すると以下の通りとなる。

（これまでの協力の現状、成果）

フェーズⅠでの
現状

・著しい経済発展と人口の増加に伴う木材需要の増大などにより、
森林が急速に減少

・タイ全土における森林面積は、1961年に国土面積の53％であった
ものが、1991年には27％へ減少

・特に東北タイでは、42％（1961年）から14％（1991年）へと著し
く減少

・森林の減少によって、土壌浸食、塩害、洪水、干害が多発、東北
タイ地域の基幹産業である農業や住民の生活を脅かしている状況

・タイ政府は、大規模造林の推進を国家的緊急課題として取り上
げ、森林率を40％に引き上げる国家森林政策を策定

フェーズⅠでの
活動

①ベースラインサーベイの実施
②大規模苗畑管理技術の開発
③普及手法の開発および普及システムの強化
④女性を含む地域住民及び政府職員を対象とした訓練計画の策定
及び教材の開発

⑤造林活動、技術訓練及び普及の強化のための展示林及びモデル
林の造成

フェーズⅠ実施
期間中の外部状
況

・タイでは1980年代後半から高い経済成長率
・土木建築工事の増加、紙消費の拡大などにより旺盛な国内木材需
要

・郷土樹種造林に対する補助金、農地からの転換造林への低利融資
制度の創設

・上記の状況を背景に、経済行為としての植林が急速に拡大
フェーズⅠの成
果

①苗木の大量生産技術が確立（Ｆ／Ｕ協力を経て苗木の質も向上）
②住民の造林意欲に応じ、苗木の無償配布（約11万人、7,300本の
苗木）

③ターゲットビレッジ1,668村において各種普及活動を実施
④訓練については、98コース、4,300人が参加
⑤国有林内にモデル展示林（5,000ha ＋村落林に１か所）、77か所
のモデル村落林を造成

以上のことにより、造林意欲の向上のための啓蒙普及から技術
の普及へと変化。
ただし、普及ネットワークについては、現場担当者間の個人的

なネットワークに頼っている状況。
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（フェーズⅡの必要性と活動コンセプト）

協力分野の現状
と問題点
（フェーズⅡの
必要性）

・これまで「好景気・都市部への人口の集中」という状況から「経
済危機・求職者が地方へ回帰」という状況へ変化

・もともと起伏の少ない広大な平野である東北タイ地域では、森林
の造成は農業による土地利用との競合

・経済危機により、これまで植林した造林地が、より換金性の高い
キャッサバ等の農作物の栽培へと移行しつつある状況

・このまま進行すれば、急速に拡大した植林意欲と造林地が減退・
減少し、プロジェクト開始当初の状況に逆戻りしかねない事態

・タイは1977年以降木材を輸入しており、紙も輸入しているのが現
状

・木材の自給率の向上は不可欠であり、また従来からの問題である
土壌浸食、塩害等の環境保全上の観点からも森林の造成及びその
拡大は必要

フェーズⅡでの
活動コンセプト

・東北タイ地域の農民は、最も安定し換金性の高い米を中心とした
農業によって生計を立てており、これをすべて森林に置き換える
ことは不可能（住民は生活をしていかなければならず、米に比べ
て不安定な木材生産に生活のすべてを転換することはできない）。

・森林の造成が農業生産にも寄与し、新たな収入をもたらすもので
なければ、農民による植林活動は継続しない。

・そのためには、マーケットの状況を調査し、マーケットのニーズ
に合わせて樹種を選定、保育するとともに、ロット、規格（径級、
長さ）等をマーケットに合わせることが必要。また、丸太ではな
く、加工を施した製材品としてマーケットに持っていくことも必
要。

・木材生産、環境保全の両面の観点から、これまでのユーカリのみ
の植林ではなく、郷土樹種も含めた多様な樹種を適地適木で植栽
していくのが重要。

・植林活動を実施するのは農作物を生産する農民であり、農業生産
によって安定した収入を図りつつ、植林を実施するアグロフォレ
ストリー的な手法が有効。
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６ 要請内容

タイ国要請プロジェクトの主要部分は以下の通りである。

（プロジェクト目標）

コミュニティー林業の発達と農民の参加により、小規模造林地における持続可能

な森林経営が確立される

（成果・活動）

森林経営のための多様な樹種選定

適正樹種・森林経営手法マニュアルの作成

高品質苗木の生産

苗木の活着率改善

森林組合の形成

政府関係機関・NGO との連携

住民・コミュニティのエンパワーメント

造林・普及技術の改善

住民への情報提供

（日本側投入）

長期専門家（リーダー、造林技術、普及訓練、研究・情報管理、運営・利用、

業務調整）

短期専門家（造林、普及、管理、利用、開発調査、他）

ローカルコンサルタントの活用

研修員受入れ

機材供与

ローカルコストの一部負担

青年海外協力隊員の派遣

７ タイ国における日本の協力概要

タイ国における森林・林業分野のプロジェクト方式技術協力は、「タイ造林研究訓

練計画」（1981～1986）が最初であり、機械化大型造林技術の実証と技術者の訓練を

目的として協力を実施した。本協会にあたっては、バンコクに中央造林研究セン

ター、サケラートにフィールドステーションをそれぞれ無償協力によって設立した。

特にサケラートフィールドステーション周辺においては、機械化大型造林技術の実

証を目的に847ha の試験造林をおこなった。本プロジェクトは1986年から引き続き

フェーズ２協力を実施し、技術開発のための研究及び技術者の訓練をその内容とし

た。特に、研究分野については、造林、森林生態、森林土壌、森林経営、森林保護、

材木育種の分野を定め、北部チーク林から南部マングローブ林まで、幅広い分野に

ついての研究についての技術移転を実施した。フェーズ２終了後は、1991年から２
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年間フォローアップ協力を実施した。

また、1983年から1988年にかけて、「木材生産技術訓練計画」を実施し、木材の効

率的かつ計画的な伐出技術についての協力を行った。しかしながら、急激な森林減

少を受け、急遽タイ国政府が1989年に天然林伐採禁止令を施行したため、本協力に

ついてはその後のアフターケアは日本側では実施していない。

東北タイ地域においては、1992年より「東北タイ造林普及計画」が実施され、住

民による造林活動の活発化を狙った活動を展開している。

８ タイ国における他ドナーの協力概要

同一分野については他ドナーによる協力実績はない。しかしながら、東北タイ地

域では NGO の活動が活発であることから、今後、連携等についても検討を要する。

９ 第２フェーズの基本計画

タイ国森林・林業分野計画並びにタイ国側関係者との協議の上、要請にあった「小

規模造林地における持続可能な森林経営の確立」について、日本側は協力する方向

性で合意した。ただし、その対象地域はフェーズ１から引き続き東北タイ地域に限

定し、その技術移転先を RFD 苗畑センター（フェーズ２においては造林推進セン

ター；REX センターと改称される予定）とすることを申し入れ、タイ側もこれを了

承した。

９－１ プロジェクト目標（方針）

東北タイ地域において、小規模造林地における持続可能な森林経営を普及する体

制が整備されることを目標とし、またその技術移転の対象は RFD の REX センターで

あることを確認した。

９－２ 計画概要

プロジェクト活動においては、森林経営のために必要な社会・経済状況の調査及

びベースライン調査を実施し、これらの情報に基づいた技術開発を実施する。特に、

住民へのインセンティブという見地から、非木材産品なども含めたインカムジェネ

レーションを考慮することが重要であるとの指摘があり、情報収集の活動の中にこ

れを取り入れ、必要に応じて技術改善を実施する。

また、既存の私有林、共有林、展示林などをモデル化として設定し、ここでの技

術開発・実証をもとに、住民に対する訓練・広報などを実施し、その効果、インパ

クトをモニタリングし活動に還元するものである。

プロジェクト協力期間は５年間であり、長期専門家はチーフアドバイザー、業務

調整、森林経営技術、森林経営情報、訓練・普及の５名とした。ただし、チーフア
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ドバイザーは兼任可能としている。その他必要な投入、特にローカルコスト負担に

ついては、活動詳細までは合意していないため、実施協議調査時に必要があれば追っ

て協議することとした。

10 タイ国側実施体制

フェーズ１からフォローアップ協力期間と同じく、タイ王室林野局がカウンター

パート機関となる。ただし、フォローアップ機関までは造林推進局長がプロジェク

トディレクターであり、プロジェクトマネージャーは苗畑部長であった。これは、

フェーズ１からフォローアップ協力の活動の主眼が苗木生産技術であったことを勘

案すれば妥当なことではあるが、フェーズ２の協力内容を踏まえ、フェーズ２では

プロジェクトディレクターを王室林野局長官とし、プロジェクトマネージャーを造

林推進局長とした。これにより、造林推進局に所属する苗畑部、私有造林部、共有

林部が協同してプロジェクト活動に参加することが可能になる。

ただし、実質的なプロジェクト活動拠点は、東北タイ地域の４ REX センター（旧

苗畑センター）であることが確認された。

10－１ 実施機関の組織および事業概要（資料５参照）

資料５の通り、長官以下中央行政部門に15の局・部があり、地方行政部門として、

別途県・郡森林事務所が位置づけられている。

王室林野局における主な造林事業は以下の通りである。

１）農民造林普及事業1994年開始。チークなど在来種対象。

２）農業生産構造改善事業1994年開始。キャッサバ耕作転換事業（早生樹種）

３）共有林造成事業1987年開始。

４）トゥンクラロンハイ開発事業1982年開始。トゥンクラロンハイ地域の塩害と

水害防止。

５）国王在位50周年記念植林事業1994年開始。木材利用ではなく永続林として植

林。在来種主体。

６）国有林造林事業1906年開始。チーク主体。

10－２ 予算措置

必要予算（ローカルコスト、人件費など）については確保することが確認された。

10－３ 建物・施設

東北タイ地域４苗畑センターを造林推進センター（REX センター）と改称し、こ

れらを拠点として活動を実施する。
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10－４ カウンターパート配置計画

専門家の分野に応じ、各４センターで担当者を設定することが確認された。

10－５ ４センターの今後の位置づけ

旧来の苗畑センターから、住民への造林普及推進に重点を移すことから、「造林推

進センター」と改称する。なお、４センターとも、造林推進局直属の組織とし、ま

た、全国に展開している他９苗畑センターのモデルセンターとして位置づける。

11 プロジェクト協力の基本計画

11－１ 協力の方針

現在まで実施された JICA プロジェクトの成果及び他ドナーによる協力成果を有

効に活用しつつプロジェクト終了後、タイ RFD が独自に住民に対して小規模造林地

における持続可能な森林経営技術・情報を普及可能となる体制整備を目指す。よっ

て、日本側投入を過大にすることのないよう検討することが鍵となる。

11－２ 他ドナーとの連携・すみわけ

・他ドナー・NGO 等との連携

東北タイ地域における同一分野での他ドナーによる協力RFDに対しては実施

されていない。ただし、NGO レベルの活動を DANCED などが支援しており、

今後、プロジェクト活動の中で随時情報を交換し、連携を図っていく必要性が

あると思われる。また、OECF および ADB によるプログラムの１つとして、

「Community Reforestation」が実施される予定となっており、情報の収集とと

もにプロジェクトとの効率的な関係構築を行うことが望ましい。

・他 JICA プロジェクトなどとの連携

タイにおける他プロジェクト（特に造林研究訓練計画；Ａ／Ｃ実施中）との

情報交換・連携に加え、他センターに派遣される予定である JOCV についても、

情報支援を実施していく必要があると思われる。

11－３ 協力の範囲および内容

具体的な活動内容については、タイ側とミニッツとしてサインはしなかったもの

の、前項「協力分野の現状と問題点」の中で記述した「フェーズⅡでの活動コンセ

プト」に沿って日本側が案を作成し、タイ側と協議、合意したものが付属資料Ⅰで

ある。今後は、この活動内容をたたき台として、短期調査を経た実施協議調査の段

階で、より具体的に活動内容が定められていくものと考えられるが、本調査におけ

る活動内容の詳細を付属資料Ⅰに沿って説明すれば、以下の通りである。
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Ⅰ．Forest management technique

①経営目的（木材生産、環境改善等）に応じた樹種の選定

これまでは、成長が早い、手入れが簡単（再度植栽しなくても萌芽により更新）、

塩害地での生育する等の理由により、農民は好んでユーカリの造林を行ってきたが、

パルプ用のみならず多用途（建築用、家具用等）に供し得る木材を生産する観点か

ら、また、環境改善の観点からも単一の樹種のみを植栽することは望ましくない。

適地適木により樹種を選定し、多様な樹種を植栽する。

②質の高い苗木の生産技術の向上（外来樹種及び郷土樹種の両方）

フェーズⅠ、Ｆ／Ｕでの協力により、タイ側には十分な苗木生産技術が備わって

いるが、技術開発をする余地のある一部の樹種について協力を行う。

③植栽・育林技術の改良

④間伐、伐採技術の改良

これまでのユーカリの植林は、苗木生産、植栽という部分に力点がおかれ、その

後の手入れということに関してはあまり注意を払ってこなかった。植栽場所も分散

し、集約的な施業も行われていないのが現状である。木材で収入を上げるためには、

競争力を持った商品価値のある木材を生産しなければならない。そのためには、育

林段階から適切な施業を行うことが必要。

⑤樹種転換手法（モノカルチャーから多様な樹種へ）の開発

郷土樹種を植林する場合、裸地に直接植えたのでは生育しない場合が多く、ユー

カリの下に植えるなど工夫が必要。

⑥アグロフォレストリー技術の改良

農業生産中心の土地利用形態の中にあっては、森林の造成が農業生産にも寄与し、

新たな収入をもたらすものでなければならない。そのためには、農業との組み合わ

せで植林を実施するアグロフォレストリーが有効。現地では既にアグロフォレスト

リーを実践している農家もあるが、上木が混みすぎて下の農作物が十分に生育して

いないといった例も散見され、更なる改良の余地がある。

⑦森林産物（大材、竹、キノコ、薬用等）の利用技術の開発

森林を造成することによって木材のみではなく、多くの林産物を収穫し、収入を

あげることが重要。林産物を活用して高収入を上げている農家もある。
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⑧展示林内における各種技術開発

国有地内の展示林で上記の取り組みを実践してみることを想定。

⑨上記技術に関するハンドブックの作成

上記の技術をハンドブックの形で取りまとめ、農民への普及のツールとする。

Ⅱ．Forest management and information

①既存の森林経営事例の収集・分析

農業と組み合わせつつ、多様な樹種を大規模に植栽している篤農家もおり、他の

農家にフィードバックしていくため、そうした事例を収集・分析を行う。

②各種マーケティング（木材、非木材等）分析

適切な市場分析をもとに、木材や非木材の生産を行うことが重要。マーケット分

析を行うことで経営目標が明確になる。

③income generation の調査分析

④森林の現状及び住民への意識調査の実施・分析

このような各種調査を実施することによって、住民ニーズを踏まえた森林経営の

目標を定めることが可能になる。

⑤グループ経営のための可能性の検討（開発調査との連携）

農民が一人一人木材利用会社（パルプ工場等）と値段交渉ができるわけではなく、

ある程度農民がまとまった組織（グループ）が必要。森林組合というものを新たに

つくるのではなく、農民が収入向上の一環として植林をするのであるから、既存の

農業組合の中に森林を入れればよいが、タイでは、一部を除いて（チャオプラヤ川

沿い）あまり農業組合化は進んでいない。今後実施する可能性がある当該分野の開

発調査と連携して、グループ経営のための可能性を検討する。

⑥モデル林の設定

⑦モデル林における森林施業計画の作成

モデル林の設定規模については、タイ側と議論を尽くしておらず、今後更なる検

討が必要であるが、村が最小の行政単位であり、また、住民の選挙で選出される村

長は農民の意見を統括しているため、モデル林は村単位に設定するのが望ましい。

１村あたり約100世帯、１世帯の所有する耕地面積は、２～３ ha で、耕地の２～３

割を森林にすることを目指せば、１村当たり約100ha 弱のモデル林が設定されるこ

とになる。モデル林の設定、造成を通じて、農民のエンパワーメントを高めるとと
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もに、近隣の村に対するモデルとする。

⑧上記の林業経営に関するハンドブックの作成

上記の技術をハンドブックの形で取りまとめ、農民への普及のツールとする。

⑨情報ネットワークの構築

マーケットの動向は変化するものであり、常に最新の情報をもって森林経営を実

施することが不可欠。そのために最新の情報を入手でき得るネットワークを構築す

ることが重要。

Ⅲ．Training and Extension

①訓練カリキュラム、教材の改良

農業等と組み合わせた総合的な森林経営を実践できるよう、これまで実施してき

た訓練カリキュラム、教材を基礎に改良を加える。

②展示林の活用とモデル林の創設

Ⅰ．の「展示林内における各種技術開発」の成果を活用し、Ⅱ．で策定した森林

施業計画をモデル林で実施する。

③普及・訓練成果及びモデル林のモニタリング、評価

普及・訓練成果及びモデル林での活動をモニタリング、評価し、それらを各種活

動に反映させていく。

（行政組織図）

村

区

郡

県

ケイト（苗畑センターの所管単位）
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④住民への情報提供手段の検討

⑤遠隔地住民への普及手段の開発（モバイルユニット、TV を使った広告等）

東北タイ地域は広大であり、数カ所のモデル林の造成だけでは全ての住民に対し

て優良事例を紹介・普及できるわけではない。プロジェクト側が遠隔地住民まで出

向き普及活動を行うなど、普及手段の開発が必要。

⑥グループ化への支援

集約的・効率的な森林経営を行うには、グループ化は有効であり、既に個々の農

家がグループを組んで大規模な森林経営を行い成功させている事例もある。そうし

た事例を参考にしつつ、グループ化への支援を実施していく。

⑦普及ネットワーク（NGO、各センター、JOCV、他のプロジェクトとのネットワー

ク）の形成と情報提供

当然のことながら、４つのセンター間のネットワークは重要であり、また、タイ

全土における造林技術、総合的な森林経営手法の普及という観点から、４つのセン

ター以外に派遣される予定の JOCV との連携も重要である。

更に、センター４から車で1.5時間程の距離にあるサケラートの「造林研究訓練プ

ロジェクト」では、以下に示すような活動を行っており、REX フェーズⅡでの活動

の参考となる情報を持っている。有機的な連携を図ることにより、我が国の協力効

果を相互に向上させることができる。

加えて、フェーズⅡが終了した後は、これまでの活動は地元で活動している NGO

が引き続いて実施していくものと想定されることから、フェーズⅡ実施中からNGO

と十分な連携を図ることが重要。

造林研究訓練計画

活動内容 ・早生樹種造林技術の開発
・アグロフォレストリーによる森林経営の試行
・土壌分類を基礎とした適地適木の選定技術、土壌改良技術等の開発
・病害虫等の研究

⑧普及に関するデータベースの構築

上記の「⑦普及ネットワークの形成と情報提供」で得た情報を蓄積するデータベー

スを構築する。

⑨ハンドブックの配布

上記のⅠ．とⅡ．で作成したハンドブックを農民に対して配布する。
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⑩ユーザーに適した技術支援と普及

当然のことながら、ユーザーの能力等に適した技術を支援し、普及を図る。

11－４ 各協力分野別計画

各協力分野別の計画については、本事前調査ではタイ側と協議しておらず、短期

調査の際にタイ側と協議することが望まれる。

11－５ 専門家派遣計画

チーフアドバイザー及び業務調整のほかに、造林技術開発、森林経営・情報、普

及・訓練の各分野にそれぞれ１名ずつの長期専門家を置く。

また、各課題の進捗状況及び長期専門家で対応できない部分の課題について、適

宜、短期専門家を派遣することとする。

短期専門家の派遣人数は、プロジェクト５年間の期間中に社会経済調査及びジェ

ンダー関連を始めようとする20人を予定する。

11－６ 研修員受入計画

研修員受入れについての計画については、本事前調査ではタイ側と協議しておら

ず、短期調査の際にタイ側と協議することが望まれる。

11－７ 機材供与計画

11－７－１ 造林技術開発

造林技術開発部門については、先ず耐塩性樹種の選定を行うことから、土壌塩分

測定に必要な機材の供与を検討する必要がある。ただし、これらについてはタイ国

内でも入手可能と思われ、現地において入手困難な場合、また、特殊なものについ

てのみ供与する。

種子の調達については、主に精英樹の船体、採種園及び採穂園の設置がメインと

なることから、特に特殊な機材は必要としないため活動期間中に必要が生じた場合、

検討することとする。

育苗の技術開発にかかる各種試験及びクローン繁殖については、その研究のため

の施設としてグリーンハウス及び研究ラボが必要となる。ただし、現有施設の利用

及び補改修等の措置を最初に検討し、また、目的に応じた規模での整備を行うもの

とする。かかる整備に必要な機材は将来的なことを見据え、できる限りタイ国内で

入手可能なものを使用する。

植栽、保育及び伐採技術の開発、改良については、特に必要が生じない限り、機

材の供与はしない。（基本的に特殊な機材は必要としない）

データの整理等にパソコンが必要である。これについては将来相手国側に引き渡
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すこと、価格、故障時の対応も考慮し、機種及び台数についてタイ側と検討の上、

導入するのが望ましい。（専門家はノートタイプ、Ｃ／Ｐはデスクトップが妥当か）

11－７－２ 森林経営・情報

森林経営・情報部門では、主に各種調査及び採種したデータの整理等を行うこと

から、カメラ（デジタルカメラを含む）、ビデオ、GPS 機器及びパソコン等が必要

である。

カメラ及びビデオは現況保存によるモニタリングに必要かつ有効であり、GPS は

ターゲットの位置測定に極めて有用である（基本的にターゲットは地図上に図下し

にくい位置にある）ことから、その導入を図るものとする。

パソコンについてはデータの整理及び分析に不可欠であり、導入を図ることとす

るが、これについては前述のとおりタイ側と協議、また、既存の機材の活用が可能

であることから真に必要な台数に留める。（専門家には現地への携帯可能なノートタ

イプと処理能力に優れたデスクトップの２台が必要か）

また、情報ネットワークの構築も検討すべき事項であるが、これについてはある

程度の情報データベース等の構築がなされた段階で検討すべきであり、その時点で

必要となる機材の検討を行うものとする。

11－７－３ 普及・訓練

訓練カリキュラム及び教材作成については、訓練教材及び配布資料作成にかかる

機材（カメラ、ビデオ、パソコン、プリンター、スキャナー等）が必要となる。

ただし、カメラ及びビデオ等の機材は、他の部門との共用が可能であり、必ずし

も専用に必要ではないことから、部門間で協議の上導入することとする。

普及手法の開発・改良については、技術の移転、情報の収集及び伝達またモデル

ケースへのモニタリングを行う必要があることから、オートバイ及び車両等の移動

用機材が必要となる。

訓練・普及効果のモニタリングデータの分析及び評価については、上記のパソコ

ンを使用する。

12 専門家の生活環境

フェーズⅠ協力実施期と比して生活環境の特段の悪化は見られない。詳細な調査

については、短期調査において実施する

13 協議結果

・森林政策

１）タイ国における森林分野の政策については別紙の通りであり、全国規模での天
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然林の保全、およびそれに伴う植林の推進を主眼としている。また、過去の「現

存する森林を保護する」という視点から、国民を巻き込んだ形での植林の推進と

いう点は RFD（王室林野局）にとってもここ数年の新しい動きとなっている。な

お、植林補助制度については、別紙の２つがあるが、郷土樹種対象補助制度は現

在実質的にはほぼ機能していないとのこと。

２）本プロジェクトのフェーズ２に関しては、RFD の従来路線である天然林の保護

とは別の潮流として住民を包含した形での全国規模での植林推進を目指すための

足がかりとしてタイ側は多大なる期待を表明しており、また、現在のタイ国にお

ける森林をとりまく状況から判断すると、本プロジェクトはタイ国における森林

政策の中で非常に重要な位置を占めるものと思われる。

・プロジェクト実施体制・枠組み

１）プロジェクトの概要については、添付資料７のミニッツの通りである。タイ側

との協議の結果、細部については短期調査員を３月に派遣し、活動計画および機

材について調整していくことで合意した。

２）実施体制については、かねてよりの懸案であった Reforestation Promotion

Office（旧・Reforestation Office）全体との協調実施についてタイ側との確認が

とれた。しかしながら、実質的にこれを機能させるためには、各 Division から

REX センター（旧・苗畑センター）へ人員を配置するなどの措置を講じなければ

フェーズ１～Ｆ／Ｕ期と同様、実際のＣ／Ｐは苗畑課（Nursery Div.）となる可

能性は大きい。

３）関係プロジェクトとの連携については、年に１回程度の情報交換会議の開催や

アドバイザリーグループの結成などの連携方法が考えられる。特に、タイ造林研

究訓練計画においては、早生樹種と郷土樹種の混交、優良母樹の登録、アグロフォ

レストリーなどの研究を従来実施して来ており、サケラート（ナコンラチャシマ

のセンターより車で１時間強）にフィールドステーションをおいていることから、

積極的な連携を実施することが期待される。現在、プロジェクト実施体制の枠組

みとして、Reforestation Promotion Office と Research Office とは実施上協調体

制をとることとなっているが、現場レベルにおいては協調するメリットが少なく

負担（予算、人員）が大きい、との考えがあり、今後、中央レベルでの調整が不

可欠となってくる。

４）JOCV との連携については、フェーズ１～Ｆ／Ｕ期と比較して関係が希薄にな

ることは否めないが、東北タイ４センターには隊員を派遣せず、他地域で比較的



－26－

体制の整っているセンターに優先的に隊員を派遣する方向であることを確認した。

これは、フェーズ２期の東北タイ地域４センターにおける JOCV 活動内容をタイ

側が整理しきれないこと、また、Ｆ／Ｕ期までの JOCV の活動成果はタイ側独自

で実施していけると判断されたことによる。フェーズ２においては、東北タイ４

センターでの経験を全国の他の苗畑センターでも生かすために、他センターに配

属された JOCV隊員に対して継続的な情報提供を行うなどの措置をプロジェクト

の活動として組み込むことが必要と思われる。

５）NGO との連携については、すでにフェーズ１～Ｆ／Ｕ期において、各センター

で情報交換などを実施して来ており、各 NGO のデータも蓄積されている。今後、

これをさらに充実させ、プロジェクトとの協同活動などを実施することが望まし

い。ただし、NGO にも２通りのタイプがあり、調査団訪タイ時にマハサラカム

センター周辺で JICA に対して抗議行動をとった NGO もあり（ほとんどが誤解

に基づく）、周辺住民・NGO への広報活動の重要性、また、住民のニーズ把握を

的確に行う必要性が認識された。

６）タイ側から再三にわたって申し入れのあった「Forest Cooperatives」について

は、タイ側のイメージを確認したところ、「組合」として国家が主導して組織して

いくものよりは、助け合いグループもしくは NGO 的に自発的に活動を行う「for-

estry group」に近いものと思われた。ただし、「forestry group」という語彙はタ

イ国内においては馴染みがないとのことで、これにあたる言葉としてタイ側が

「farm forestry group」という言葉を提示し、この件については今後の短期調査で

も継続検討することを確認した。なお、タイ側の要望としては、日本での経験を

よく踏まえた短期専門家に数ヶ月きてもらい、情報を与えてもらうとともにアド

バイスを得たいとの考えであり、組合形成そのものをプロジェクトの活動の主体

と据えていくものではなかった。

・短期調査員について

１）今回のミニッツ記載の枠組みに基づいて、活動の詳細（活動計画作成）および

機材決定のために、短期調査員を派遣することが必要であると判断された。

２）短期調査派遣にあたっては、今般の調査団員との事前打合せならびにタイ側か

らの提出資料（活動内容案、活動計画案、機材案；２月提出予定）を詳細に分析

してからタイ側との協議にあたることが望ましい。

14 技術協力の妥当性

フェーズⅡにおいて、３分野（造林技術開発、森林経営・情報、普及・訓練）で
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次のような協力を行うことは

14－１ 造林技術開発

現状であるユーカリの単一樹主植栽主体から複合樹主植栽への転換を図ることに

より、複層林化による健全な森林造成が図られるとともに、耐塩性樹種を植栽する

ことにより、塩害地拡大防止等の環境の保全に寄与すること。

また、アグロフォレストリー等を導入することにより、植栽した樹木、果実及び

キノコ等の林産物の販売によるインカムジェネレーションが図られることから協力

は妥当である。

14－２ 森林経営・情報

既存の森林経営事例、住民のニーズ及びマーケティング等の調査の実施、分析を

行うことにより、ターゲットが森林経営を行うのに必要な技術の開発・改良が行え

ること。

造林技術開発及び普及・訓練部門の活動に必要な基礎的データの伝達が行われる

こと。

ターゲット及び住民に有用な情報は伝達及び優良事例の発掘による植林意欲の高

揚が図られることから、協力は妥当である。

14－３ 普及・訓練

造林技術開発部門で開発・改良された技術及び手法、森林経営・情報部門で集積

されたデータを基に、訓練及び普及を図ることにより、技術及び情報伝達の強化に

よる植林活動の面的拡大が図られること。

ターゲットに対する適正なモニタリングを実施することにより、現状把握及びデー

タの収集が可能となり、評価を実施することにより投入した技術・手法及び情報の

技術移転結果のフィードバックがなされることから、協力は妥当である。

15 協力実施に当たっての留意事項

タイ側との協力体制構築にあたり、プロジェクト終了後も持続性を確保できるよ

う、プロジェクト実施中より、RFD 中央部に働きかけを実施する必要がある。また、

DTEC においても指摘されたことではあるが、広くドナーコミュニティや国民に対

してプロジェクト活動を広報し、認知度を高めるよう努力することも肝要である。

なお、タイ側からは日本側投入に対する期待が表明されているが、プロジェクト

終了後の持続性確保の視点からも過大は投入は避け、あくまで実験的な試みを支援

すべきである。
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16 短期調査の必要性と調査事項

今回のミニッツ記載の枠組みに基づき、調査期間内に調査できなかった事項につ

いて、短期調査を行う必要がある。

16－１ 活動の詳細

プロジェクト活動に必要な活動計画の作成のための調査の実施及び協議。

16－２ 機材の決定

前述した機材を確定するための調査の実施及び協議。
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